
１　収支の状況

単位：千円

歳入 歳出 歳入 歳出 歳入 歳出

一般会計 7,780,951 7,368,735 0 20,939 7,780,951 7,347,796

住宅新築資金等
貸付事業特別会計

11,308 11,163 0 0 11,308 11,163

バス事業特別会計 22,354 22,148 20,939 0 1,415 22,148

合計 7,814,613 7,402,046 20,939 20,939 7,793,674 7,381,107

（収支の推移） 単位：千円

平成 30 年度 令和元年度 令 和 ２ 年 度 令和３年度 令 和 ４ 年 度 増 減 額

実質収支額 7,453,503 7,447,251 8,551,664 8,388,154 7,793,674 △ 594,480

歳出総額 7,064,637 7,047,849 8,103,015 7,844,485 7,381,107 △ 463,378

歳入歳出差引 388,866 399,402 448,649 543,669 412,567 △ 131,102

翌年度繰越財源 245,823 83,473 130,111 40,763 26,829 △ 13,934

実質収支額 143,043 315,929 318,538 502,906 385,738 △ 117,168

普通会計の決算状況

決算額
会計内繰入操出額

（重複額）
調整後決算額

　普通会計とは、各地方公共団体の財政比較や統一的な掌握をし易くするため、統計上統一的に用いられる
会計区分であり、添田町では、一般会計、住宅新築資金等貸付事業特別会計、バス事業特別会計を合計
し、会計間の重複額を控除したものでです。

　　令和４年度普通会計の決算は、歳入　７７億９，３６７万４千円、歳出　７３億８，１１０万７千円となりました。
　歳入歳出差引額　４億１，２５６万７千円から令和５年度への繰り越し財源　２，６８２万９千円を差引いた実
　質収支額は　３億８，５７３万８千円となりました。



２　歳入の状況

（歳入の推移） 単位：千円

平成 30 年度 令和元年度 令 和 ２ 年 度 令和３年度 令 和 ４ 年 度 増 減 額

地方税 695,487 710,556 701,930 689,209 691,715 2,506

地方譲与税 57,845 70,966 85,563 86,436 90,466 4,030

利子割交付金 1,045 462 476 377 198 △ 179

配当割交付金 2,319 2,651 2,399 3,807 3,210 △ 597

株式等譲渡所得割交付金 2,120 1,615 3,129 4,441 2,666 △ 1,775

地方消費税交付金 156,735 153,079 192,001 205,029 198,337 △ 6,692

自動車取得税交付金 21,975 11,196 0

自動車税環境性能割交付金 3,436 7,245 7,271 8,104 833

法人事業税交付金 1,286 6,083 10,257 4,174

地方特例交付金 1,731 11,866 5,737 11,903 2,135 △ 9,768

地方交付税 3,094,256 3,016,827 3,140,309 3,361,263 3,281,504 △ 79,759

交通安全対策特別交付金 1,416 1,270 1,453 1,362 1,126 △ 236

分担金・負担金 95,975 72,325 59,747 52,154 51,229 △ 925

使用料 144,476 141,060 140,387 137,839 140,059 2,220

手数料 28,613 29,526 28,400 28,287 28,886 599

国庫支出金 999,014 1,134,817 2,442,346 1,676,573 1,250,575 △ 425,998

県支出金 649,542 707,459 583,901 608,946 742,131 133,185

財産収入 49,524 102,575 34,112 75,001 8,603 △ 66,398

寄附金 81,307 31,366 32,984 52,369 56,921 4,552

繰入金 285,350 26,407 39,337 24,170 30,145 5,975

繰越金 172,619 288,866 249,402 248,649 243,669 △ 4,980

諸収入 119,099 125,746 197,851 181,902 142,203 △ 39,699

地方債 793,055 803,180 601,669 925,083 809,535 △ 115,548

合計 7,453,503 7,447,251 8,551,664 8,388,154 7,793,674 △ 594,480

　　歳入は、前年度に比べ　５億９，４４８万円の減額となりました。　

　　【主な増減理由】

　　　〇地方交付税
　　　　・普通交付税において、基準財政需要額が、保育所在籍人員及び75歳人口の減少による減額や前年
　　　　度に新設された臨時財政対策債償還基金費の廃止等による減額です。

　　　〇国庫支出金
　　　　・住民税非課税世帯と子育て世帯に対する臨時特別給付金事業や公共土木施設災害事業の事業費
　　　　の減少による減額です。
　
　　　〇県支出金
　　　　・添田駅及び彦山駅周辺整備事業の事業費の増加による日田彦山線沿線地域振興事業費補助金の
　　　　増額です。

　　　〇財産収入
　　　　・前年度に養護老人ホーム錦風荘の土地を売却したことによる減額です。

　　　〇地方債
　　　　・戸別受信機整備事業の事業完了による緊急防災・減災事業債の減額、朝日ヶ丘団地建替事業に係
　　　　る公営住宅建設事業費の減少による減額です。



３　歳出の状況
　歳出は、前年度に比べ　４億６，３３７万８千円の減額となりました。　

（１）目的別決算

単位：千円

目 的 別 平成 30 年度 令和元年度 令 和 ２ 年 度 令和３年度 令 和 ４ 年 度 増 減 額

議 会 費 98,816 97,462 114,376 93,322 86,012 △ 7,310

総 務 費 926,421 770,923 1,882,003 1,090,705 1,199,937 109,232

民 生 費 1,958,513 1,985,351 2,040,312 2,251,744 2,152,262 △ 99,482

衛 生 費 346,865 357,421 357,941 441,903 407,116 △ 34,787

労 働 費 1,240 1,250 1,239 1,384 1,456 72

農 林 業 費 405,402 465,154 429,569 418,068 452,011 33,943

商 工 費 195,275 286,033 257,410 410,585 622,393 211,808

土 木 費 642,774 851,881 692,338 818,117 636,007 △ 182,110

消 防 費 245,458 242,332 343,065 403,518 231,658 △ 171,860

教 育 費 690,007 700,019 797,207 653,638 663,982 10,344

災 害 復 旧 費 819,478 596,374 513,223 549,871 166,899 △ 382,972

公 債 費 734,388 693,649 674,332 711,630 761,374 49,744

計 7,064,637 7,047,849 8,103,015 7,844,485 7,381,107 △ 463,378

　　町の経費を行政目的別に分類すると、民生費が大きな割合を占め、以下、総務費、公債費、教育費、土
木費の順となっています。

　　【主な増減理由】

　　　〇総務費
　　　　・ＪＲ日田彦山線のＢＲＴ化に伴う添田駅及び彦山駅前整備事業等の実施による増額です。

　　　〇民生費
　　　　・住民税非課税世帯と子育て世帯に対する臨時特別給付金事業の事業費の減額です。

　　　〇商工費
　　　　・英彦山スロープカー車両更新事業や自然共生型アウトドアパーク整備事業等の実施による増額で
　　　　す。

　　　〇土木費
　　　　・朝日ヶ丘団地建替事業の事業費の減少による減額です。

　　　〇消防費
　　　　・戸別受信機整備事業の事業完了よる減額です。
　
　　　〇災害復旧費
　　　　・道路災害復旧事業や林業用施設災害復旧費等の事業費の減少よる減額です。

　（目的別歳出の推移）



（２）性質別決算

単位：千円

性 質 別 平成 30 年度 令和元年度 令 和 ２ 年 度 令和３年度 令 和 ４ 年 度 増 減 額

人 件 費 1,139,628 1,121,905 1,183,845 1,149,657 1,042,035 △ 107,622

物 件 費 1,019,338 1,023,958 1,149,915 1,015,108 1,136,352 121,244

維 持 補 修 費 107,178 98,571 114,756 120,878 117,018 △ 3,860

扶 助 費 1,032,158 1,035,714 1,036,564 1,242,797 1,143,141 △ 99,656

補 助 費 等 595,904 523,859 1,720,339 658,437 776,741 118,304

公 債 費 734,388 693,649 674,332 711,630 761,374 49,744

積 立 金 25,887 77,590 105,362 403,669 251,532 △ 152,137

投 資 及 び 出 資 金 0 0 0 0 0 0

貸 付 金 0 0 0 264 264 0

繰 出 金 551,450 535,607 565,421 577,203 560,876 △ 16,327

普 通 建 設 事 業 1,039,228 1,340,622 1,039,258 1,414,971 1,424,875 9,904

災 害 復 旧 事 業 819,478 596,374 513,223 549,871 166,899 △ 382,972

失 業 対 策 事 業 0 0 0 0 0 0

計 7,064,637 7,047,849 8,103,015 7,844,485 7,381,107 △ 463,378

　　町の経費を経済的性質に分類すると、普通建設事業が大きな割合を占め、以下、扶助費、物件費、人件
費、補助費等の順となっています。

　（性質別歳出の推移）

　　【主な増減理由】

　　　〇人件費
　　　　・小学校給食調理業務の委託化に伴う会計年度任用職員報酬の減額です。

　　　〇物件費
　　　　・小学校給食調理業務の委託化や電算システム改修業務委託料の増加による増額です。

　　　〇扶助費
　　　　・住民税非課税世帯と子育て世帯に対する臨時特別給付金の減少による減額です。

　　　〇補助費等
　　　　・生活応援商品券の発行額の増額や前年度の新型コロナウイルスワクチン接種事業に伴う国
　　　　　庫支出金の精算返還金による増額です。

　　　〇積立金
　　　　・財政調整基金や減債基金の減少による減額です。

　　　〇災害復旧費
　　　　・道路災害復旧事業や林業用施設災害復旧費等の事業費の減少よる減額です。


